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はじめに
本稿で取り上げるのは、インドの一部の州において、農村部の地方自治制度であるパンチャー
ヤト制度について定める「パンチャーヤト法」に規定されている、選挙の際の欠格事由である。
すなわち、パンチャーヤト議員や村長職の選挙の際に問題となる、欠格事由に焦点を当てる。パ
ンチャーヤトにかかわる法は州によってその内容に違いがあるが、一部の州で共通している規定
が、子どもの数が3人を超えている者は立候補する資格を失うか、あるいは議員もしくは村長と
しての資格を失うというものである。こうした規定が置かれる背景には、もちろんインドの人口
問題がある。インド政府は2000年に国家人口政策 (NationalPopulation Policy) を発表し、その
なかで社会の様々な側面での協力と改善により、人口の安定を、ひいては人民の福祉充実をもた
らすべきであると示している。人口安定が社会・経済面での発展につながるという考えの裏返し
ということもできる。しかしながら、現時点において人口抑制策は成功しているとはいえず、国
家人口委員会 (NationalCommission on Population)のホームページを開くと、その冒頭で現在
のインドの人口がカウンター形式で表されているのであるが、約3秒に 1人ずつ人口が増加して
いるのが現状である 1)0
確かに人口抑制政策はインドにおいて急務であるが、その手段として被選挙権すなわち参政権
を制限するという方法が妥当なのか否か、検討する必要があると考えられる。
パンチャーヤト制度の重要な側面の一つは、住民の参加の拡大にあった。その、住民の政治や
農村開発への参加の拡大という憲法改正、ひいてはパンチャーヤト制度のもつ意義と、子どもの
数に応じて参政権を制限するという人口抑制政策の手段とが衝突すると考えることはできないだ
ろうか。
本稿では、まずインドのパンチャーヤト制度について概観し、その特徴を紹介した上で、各州
のパンチャーヤト法における子ども二人規定について検討する。さらに、子ども二人規定に基づ
いて議員を欠格とされた元議員が、その無効を訴えた裁判について検討し、何が問題とされてい
るのかを考えたい。
編集部注＊ 聖母女学院短期大学助教授（法学研究所マイノリティ研究班研究員） 本稿は、 2004年7月24日開催
法学研究所第43回総合研究会の報告原稿に加筆修正したものである。
1) http://populationcommission.nic.in/ このHPによれば、現在のインドの人口は10億8500万人 (2005年7月30
日現在）と推定されている。
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1 . パンチャーヤト制度について
パンチャーヤトとは、サンスクリット語の「パンチ（数字の 5)」に由来することばで、 5人
の長老が村を治めていたとされることが、その語源となっている。当初、村内での紛争などを解
決するための集会2) というような意味でパンチャーヤトという語が用いられていた。または、
カースト毎の集会というような意味でも「カースト・パンチャーヤト」というようなかたちで
「パンチャーヤト」という語が用いられていた。
イギリス統治期において、パンチャーヤトはまず村内での紛争解決機関としてその存在が認め
られていたが、独立後これを農村開発のための機関として活用する動きが顕著になった。 1950年
代のコミュニティ開発事業推進に当たっては、パンチャーヤトを通じての住民の参加が不可欠で
あるとされ、各州のパンチャーヤトにかかわる法令も整備された。これを第一次のパンチャーヤ
ト整備期と位置づけることができる。しかし、官僚としてはパンチャーヤトヘの権限委譲が進む
ことで自らの権限が狭まることなどを懸念し、結果的にパンチャーヤトヘの権限委譲は十分に進
められず1960年代以降停滞期を迎える。
なお、この時期以降のパンチャーヤトは、農村地域における地方自治体あるいは地方議会とい
う意味合いが強くなる。ここでいう農村とは、たとえば1994年アーンドラ・プラデーシュ・パン
チャーヤト法では、法令に基づき「都市 (MunicipalCorporation)」、「町 (Municipality)」、「鉱業
居留地 (MiningSettlement)」、そして軍駐屯地とされている区域を除いた地域となっている（第
3条）。パンチャーヤトの領域の決定などは州政府が行うこととされる。
1980年代以降再度パンチャーヤトの活性化が叫ばれ、さまざまな政府委員会が地方分権につい
て答申を行う中で、パンチャーヤト制度についてもこれを憲法上の制度とし、その制度的な裏付
けを行うべきであるとの意見がみられるようになった。こうした動きは、 1980年代末期以降の経
済自由化に連動する側面があるということもできる。
1992年に議会を通過し、 93年に施行されたインド憲法第73次改正法が、パンチャーヤトについ
て詳細に定めたものである。この憲法改正に当たっては、目的において次のように述べられてい
る。すなわち、「憲法第40条において国は村パンチャーヤトを組織するよう努めることが定めら
れており、これが地方自治組織として機能するよう権限および権能を付与することが定められて
いたものであるが、憲法制定後40年の経験をふまえたところ、足りない点も見受けられ、そこで、
パンチャーヤト・ラージ組織の確立、継続、そして強化のために、その基本的かつ根本的な特徴
を憲法に定める必要があると考えられた」ということである 3)。こうして定められた憲法改正法
であるが、その特徴としては
•村民総会を設置したこと
•村、中間、県の三層構造のパンチャーヤト制度を統一化したこと
•パンチャーヤト議員の直接選挙による選出を定めたこと
•女性、指定カースト、指定部族に対する議席や村長職などにおける留保を定めたこと
•経済開発や社会正義のための事業推進においてパンチャーヤトはその役割を果たすことが明
記されたこと
などを挙げることができる。これらの特徴を概観するかぎり、住民の参加を拡大させることは憲
2)たとえばVizagapatnamDistrict Gazetteer (1907)では、「小規模な争いはパンチャーヤトまたは村の長老で解決
する」と書かれている。 P.195.
3) Statement of Objects and Reasons, Bil No. 158 of 1991, para2. 
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法改正の重要な目的の一つであったということができる。
しかしながら、一部の州においては子どもの数に基づいて被選挙権を制限している。これは、
憲法改正の目的であった住民の政治参加の拡大、という点からみれば問題であるということもで
きる。
とはいえ、インドにおいて人口の抑制もまた重要な政策目標の一つである。こうした目標の達
成のための施策が、住民の政治参加拡大という別の政策目標と抵触することについて、整合的に
理解しうるのか否かを、検討する。パンチャーヤトの事例を見る前に、インドの選挙法全体を通
じて欠格事由がいかなるかたちで定められているかを概観する。
2. インド選挙法上の欠格事由
インド憲法では、第102条において議員の欠格事由として次の事項を挙げている。
(1) インド政府または州政府の下に、国会が法律で欠格とならない旨定めた職以外の報酬を
ともなう職にあるもの
(2) 精神耗弱者
(3) 免責されていない破産者
(4) 議会制定の法律により欠格とされた者
(5) 第10附則により欠格とされた者
このうち (5)の第10附則に基づき欠格となる者、とはいわゆる「脱党防止」規定である。選
挙の時点で所属していた政党から離脱した者は議員としての地位を失うというものである。上述
の (5) は一度議員になった者が対象となる規定であるが、それ以外の規定については立候補の
時点からかかわってくる事項であるということができる。これらの規定に関しては、たとえば日
本の公職選挙法で定められている欠格事由と類似しているものと言うことができるい。それでは、
(4)の議会制定法に基づき欠格となる事由にはいかなるものが挙げられるのか、選挙法の規定
を概観したい。
インドにおける選挙法のなかでもっとも重要なものが、 TheRepresentation of the People Act, 
1950 (人民代表法）およびTheRepresentation of the People Act, 1951である。前者は連邦下院お
よび州下院議員選挙での選挙区確定、選挙人の資格、選挙人名簿の準備などについて制定したも
のであり、資格および欠格事由については後者において規定されている。
連邦および州の議会議員の欠格事由は次の通りである。
第8条 (1)以下の規定により処罰される犯罪をおかしたもの
• インド刑法153A条（宗教、民族、出生地などにもとづく異なった集団間で憎悪をかき立て
るなどした行為）、 171E条（贈収賄）、 171F条（選挙における不適切な影響力行使、詐称）、
376条など（強姦）違反など
4) 日本の公職選挙法においては、①成年被後見人②禁錮以上の刑に処せられその執行を終わるまでの者③禁錮
以上の刑に処せられその執行を受けることがなくなるまでの者④公職にある間に犯した刑法第197条（収賄、
受託収賄、事前収賄）、第197条の2、第197条の 3および第197条の4の罪により刑に処せられ、その執行を
終わりもしくはその執行の免除を受けた者でその執行を終わりもしくはその執行の免除を受けた日から五年
を経過しない者またはその刑の執行猶予中の者⑤法律で定めるところにより行われる選挙、投票および国民
審査に関する犯罪により禁錮以上の刑に処せられその刑の執行猶予中の者、が選挙権および被選挙権を有し
ないとされ、さらに④にかかわり当該五年を経過した者は、経過した日から五年間被選挙権を有しないとさ
れる
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• 1955年市民権保護法違反（不可触民制に関わる権利侵害）
•関税法違反（禁止品目の輸出入）
•非合法活動（防止）法第10条ないし12条違反
•外国為替制限法違反
•テロリストおよび破壊活動防止法第 3 条（テロ行為関与）第 4 条（破壊活動関与）違反
•宗教組織（乱用防止）法
•本法第125条（選挙に関わる憎悪のかきたて）、 135条（投票用紙移動）、 136条（投票用紙の
破損）違反
•礼拝場所特別法違反
•国家威信法第 2 条（国旗侮辱）第 3 条（国歌妨害）違反などにより有罪とされたものは判決
から 6カ月欠格とされる。また、
•サティー 5) 実施（防止）法違反
• ダウリ 6) (防止）法違反および
•不当な貯蔵および不当利得 7) による法令違反などにより欠格とされることもある（第 2 項）。
第8A条は選挙に関する犯罪行為に基づく欠格を規定しており、高裁の命令により汚職行為のか
どで有罪となった場合は欠格となることが定められている。第9条は汚職または国家に対する背
信行為のために解職された者の欠格を定めている。さらに、第9A条では政府との契約当事者と
なっている場合、第10条では政府が25パーセント以上を保有している会社の役員等をしている場
合もそれぞれ欠格となることが規定されている。これらから分かるように、 TheRepresentation 
of the People Act, 1951のもとで議員としての欠格が定められている理由は、
(1) 社会秩序に関わる犯罪行為、および
(2) 個人を対象とする犯罪であっても反社会性が顕著なもの
に分類することができる。
このように、連邦下院議員および州下院議員に関しては、憲法に定められた欠格事由以外での
事由は基本的に犯罪行為に基づくもので、なかでも反社会性の強いものが掲げられているという
ことができる。一部の州パンチャーヤト法にみられるような、子どもの数に基づく欠格という規
定は、これらの議員の欠格事由の中には見られない。また、州パンチャーヤト法にみられる「子
ども二人規定」は、インド全体について一般的な規定というのではなく、あくまでも特定の州の
地方議会のメンバーあるいは村長などの首長に特有の規定である。こうした点もふまえながら、
各州パンチャーヤト法における子ども二人規定の内容を概観する。
3 . 州パンチャーヤト法にみる子ども二人規定
少なくともアーンドラ・プラデーシュ、ハリヤナ、マデイヤ・プラデーシュ、オリッサ、ラー
ジャスターンの各州パンチャーヤト法に、子どもの数に基づく被選挙権の制限規定が設けられて
いる。
このなかで、 1994年アーンドラ・プラデーシュ州パンチャーヤト法における欠格事由規定の内
容は次の通りである。
5)未亡人による殉死を指す。
6)婚姻の際の、花嫁から花婿への持参金を指す。
7) 日用必需品の生産および製造、同必需品の価格調整、同必需品の貯蔵、運送、分配、廃棄、消費などにかん
しての統制に反する違反を指す。
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アーンドラ・プラデーシュ州パンチャーヤト法第19条 （抄訳）
(1) 刑事裁判において次の犯罪により有罪とされた者
(a) 1955年市民権保護法に基づく犯罪
(b) 道徳的非行を含む犯罪
は、有罪とされた日から 5年間欠格とされる
(2) 選挙における指名の調査の時点でまたは第16条第2項にもとづく指名の時点で、次の者
は欠格とされる。
(a) 管轄の裁判所により精神耗弱者として宣言された者
(b) 聴覚・言語障害
(C) 破産宣告または免責を受けた破産者
(d) 村パンチャーヤト、マンダル議会 (MandalParishad) 8 l、県会 (ZillaParishad) 9 l、州
または中央政府との間の契約締結またはその業務遂行から利益を得ている者
(e) 村パンチャーヤトのまたはこれに対する訴訟代理人として雇われた者
(f) 、1'、I政府がその資本の25%以上を保有する企業（組合を除く）のマネージャーまたは事
務責任者
(g) 名誉治安判事
(h) すでに村パンチャーヤトの議員であってその任期が選挙の効力を発するまでに満了に
なっていない者またはすでに村パンチャーヤトの議員に選出されていてその任期が開始
していない者
(i) 支払うべき税等を滞納している者
(3) 二人を超えて子どもを持つ者は選挙においてまたは議員として欠格とされる：
ただし、 1994年アーンドラ・プラデーシュ・パンチャーヤト法の施行の日から一年以内
に出生した子については本項の指す子とはみなさない。
ただし、二人を超えてこどもを持つ（施行から一年以内に出生した子どもを除く）者で、
本項の施行の時点で子どもの数が増加していないときはこれを欠格とはしない。
ただし、州政府は、書面による申請に基づき本項に基づく欠格を適用しないことを命じ
ることができる。
このように、欠格事由のうち第19条第 1項および第2項は連邦議会の議員や朴I議会の議員らに
適用される欠格事由と共通するものであるということができるが、第3項が問題となる「子ども
二人規定」である。
子ども二人規定の内容は、ほかの州法でも類似している。たとえばハリヤナ州では、ハリヤ
ナ・パンチャーヤト・ラージ法第175条において「生存している二人以上の子どもがいる」こと
を欠格事由の一つに挙げている。また、マデイヤ・プラデーシュ州1994年パンチャーヤト法では、
欠格事由の一つとして、「二人を超えて子どもを持つ者で、そのうちの一人は2001年 1月26日以
降に出生したもの」（第36条第 1項m号）という規定をおいている。この規定は、 2000年法律第
14号により追加されたもので、 2001年 1月26日（この日はインド共和国記念日）施行となってい
る。オリッサ1964年村パンチャーヤト法（ただし内容は1994年、 1995年に改正）では、その25条
で村パンチャーヤト議員および村長になるため（選挙に立候補するため）の欠格事由として、イ
8)中間レベルのパンチャーヤトを指す。他州におけるパンチャーヤト・サミティなども同じ。
9)県レベルのパンチャーヤトを指す。他州では県パンチャーヤトという場合もある。
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ンド市民でない者、村の選挙人名簿に記載されていない者、精神耗弱、選挙関係犯罪で有罪とさ
れた者、生存する一人を超えた配偶者が存在する者、そして二人を超えて子どもがいる者、とし
ている。
これらの規定から、憲法第73次改正法に応じての朴Iパンチャーヤト法改正を一つの基準として、
子どもの数を欠格事由とする動きがみられるようになったことが分かる。実際に、憲法改正以前
の州パンチャーヤト法をみると、 1964年アーンドラ・プラデーシュ村パンチャーヤト法 (1992年
版）でも、欠格事由に子どもの数は挙げられていない。そして、前述の通りマデイヤ・プラデー
シュ州1994年パンチャーヤト法ではこの規定が追加されたのは2000年のことである。なぜ近年に
なってこのような規定がもりこまれるようになってきたのか。
国家人口委員会 (NationalCommission on Population)は、小家族規範推進のためのインセン
ティブとデイスインセンティブ（いわばアメとムチ）について述べる中で、これらの各州パン
チャーヤト法について次のように述べている。
「家族の数と被選挙権とをつなげることは、（人口問題への）政治的関わりの度合いを示してい
る。この政策が女性や弱者層に悪影響を及ぼすという主張には説得力がない。とくに人々が自ら、
家族の数を規制する必要を認識している場合にはなおさらである。こうした欠格事由規定を連邦
および州の議会にも拡大すべきだとの意見も見られる。」
一概に国家の人口政策のみが各州パンチャーヤト法の運用に影響を与えたとみることはできな
いが、子どもの数を欠格事由とする規定の導入理由の一つに、中央政府が推進する小家族規範の
影響を挙げることはできよう。
4. ハリヤナ州法にもとづく最高裁判決
子ども二人規定の導入理由を探ることは困難であるが、まずはこれが実際に運用され、かつ問
題を引き起こしている事例として、ハリヤナ1-Mパンチャーヤト法10) にもとづく訴訟をとりあげ、
検討する。この訴訟については、同様の事例について複数提訴されているところから、それらを
一括した形で審理し、判断がなされている。なお、子ども二人規定は、前述の通りハリヤナ州以
外でもアーンドラ・プラデーシュ、ラージャスターン、マデイヤ・プラデーシュ、オリッサ等の
朴lパンチャーヤト法に定められているものであり、これらの外lでも今回取り上げるものと同様の
訴訟が提起されている11)0 
本稿では、 2003年 7月30日に最高裁判所において判決の出た、 Javedand others vs. State of 
Haryana and othersケース12) について、その論点と最高裁の意見とを概観したうえで、この判決
に対する様々な論説を紹介する。
(1)事例の論点
本件を構成する119件の令状訴訟及び78件の特別許可訴訟の原告は、前述の1994年ハリヤナ・
パンチャーヤティー・ラージ法第175条第 1項q号又は第177条第 1項に基づいて、パンチャーヤ
ト議員又は村長職に立候補することについて欠格とされ、又はその職を解かれたものである。
判決では、本件において原告が提起した論点を、次の五つにまとめたうえで、それぞれについ
10) Jaswal and Chawla (1994)を参照した。
11) Tandon (2003) 113-119. 
12) AIR 2003 SC 3057. 速報としては、 2003Indlaw SC 561. 後者は、 SCJudgements.comを通じて入手した。
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て検討を行っている。
(1) 当該規定は専断的 (arbitrary)であり、憲法第14条（法の前の平等）に違反する
(2) 欠格とすることは、法により達成されるべき目標にはつながらない
(3) 規定は差別的である
(4) 当該規定は個人的生活における、何人子どもをもうけるかということに関して決定する
自由に影響するものであり、憲法第21条（人身の自由）に違反する
(5) 当該規定は信教の自由を侵害し、憲法第25条に違反する。
(2)判決及びその理由
判決：上訴棄却
以下、判決理由について、上記の論点毎に紹介する。
(1)について、判決は「立法により達成すべき目的の一つが、家族福祉・家族計画プログラ
ムの普及にある。規定により定められる欠格事由は、阻害要因を設けることで目的を達成しよう
とするものである。分類によりいかなる専横もなされていない。子どもの数、すなわち二人とい
うのは立法上の賢慮による。その数は変えることもできるが、これは政策決定の問題であり、司
法判断の対象ではない」 (para.8) と述べている。
(2)については、子ども二人規範を欠格事由の基礎とする法制化の目的の一つは「家族福
祉・家族計画であって、国家人口政策とも整合的である」 (para.9) としたうえで、憲法第243G
条b号に基づき、村パンチャーヤトは、憲法第11附則に列挙された事項を含む経済開発及び社会
正義のための計画を実施する権限が付与されていることを改めて述べている13)。この第11附則に
掲げられた事項のうち、 24番は家族福祉、 25番は女性及び子どもの生活向上を指す。そして、ハ
リヤナ・パンチャーヤト法では、「第21条19号 (1) において、村パンチャーヤトの権限に公衆
衛生及び家族福祉」を挙げていることを示したうえで、家族福祉は、家族計画を含むとし、法の
目的及び憲法の求めを実施するため、立法府は子ども二人規定を設けているなかで、当該規定は
憲法の求めるところの法の目的に資するもので、法の目的に合致しないとは言えないと判示し、
この規定を有効としている (para.IO~11) 。
(3)の点について原告は、他州のパンチャーヤト法や他のレベルの組織には、子どもの数に
基づいて欠格とする規定が設けられていないところもあることから、ハリヤナ1'Mのパンチャーヤ
ト法の規定が差別的であると主張する。この点に関して、裁判所は、憲法に定められている立法
権限から考えて、議会や他の、州議会が同様の法を制定していないことが差別にはつながらないと
述べ、原告の意見を退けている (para.12)。また、すべての政策が同一に行われることを憲法は
求めておらず、 LalitNarayan Mishra Institute of Economic Development and Social Change vs. 
State of Bihar14)などの事例を引きながら、「政策決定を段階的に実施するのは専横的でも無けれ
ば差別的でも無い。」としている (para.16~17) 。そのうえで、ハリヤナ州が人口管理の国家的
運動を立法化により進めようとしたことは間違いではなく、これは国家の発展に貢献するもので
あってその市民すべての利益となるものである (para.18)が、その効率的な実施のためには、
被選出議員の熱心な関与、政治的な、あるいは、コミュニティの指導者による小家族規範への支
持が重要となるとしている (para.18)。そして、「当該規定は専横的でなければ非合理的でもな
く、差別的でも無いとの意見に達した。ハリヤナ1994年法第11号第175条第 1項q号に基づく欠
13)憲法第11附則については、孝忠＝浅野 (2003)参照。
14) (1988) 2 sec 433 
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格事由は、社会・経済的福祉及び大衆の保健という称賛するに足る目的を達成しようとするもの
であり、国家人口政策に整合的なものである。憲法第14条に違反していない。」 (para.20) と結
論づけている。
(4)の論点は、ハリヤナ州パンチャーヤト法の当該規定が憲法第21条に違反するか否か、と
いうことにある。憲法第21条は、「法律による手続がある場合を除き、生命又は個人的自由が奪
われることはない」という規定である。判決では、「被選挙権は、基本的権利でなければコモン
ロー上の権利でも無い。これは法律により付与される権利である。せいぜい、憲法に第九編が追
加されたという点からして、パンチャーヤトヘの被選挙権は憲法上の権利であるといえるかもし
れないが、憲法に基づく権利であり立法により形成されるものである。しかし基本的権利と同等
のものとは言えない。被選挙資格を定め、また同一の法令の中に欠格事由を定めることは誤りで
はない」 (para.22) と述べ、これまでの様々な判例を検討したうえで、子どもを二人以上もつこ
とを被選挙権に関する欠格事由とすることはいかなる基本的権利を侵害するものではなく、また
合理性の限界を超えているとも思われないとしている。そして、むしろこの欠格事由は、概念的
には国益にもとづき定められたものとの見解を示している (para.25)。
そして、インドにおける人口状況を概観したのち、「人口爆発の問題は国家的そして世界的問
題であり、これについて政策指向型の立法を優先することも正当化がなされる」 (para.37) との
見解を示したうえで、憲法はパンチャーヤトについて、家族福祉や社会福祉事業について重要な
役割を担っているとみなしているがゆえに、（家族計画に関して）パンチャーヤトのリーダー自
身が自ら導き、範を示さねばならないと述べる (para.38)。
また、基本的権利は、独立して読み取るべきではなく、国家政策の基本原則及び基本的義務と
ともに読み取るべきである (para.39) ことや、人口を抑制するための立法の合憲性は過去の判
例において認められている15) ことを挙げ (para.40)、当該規定が第21条に定める生命への権利
及び自由を侵害する立法であるとはいえないという結論を導きだしている (para.41)。
(5)は、当該規定が憲法第25条に規定する信教の自由を侵害するものであるとの主張である。
はじめに、裁判所は当該規定について、「本条文を単純に読む限り、その効力、拘束力、魅力を
失わせることになる。自由は公共的秩序、道徳、及び保健に従うものである。本条は社会福祉及
び改革に関する立法を許容するものであり、それらはもちろん公共的秩序 (publicorder)、国家
的道徳 (nationalmorality)、及び国民の総合的保健 (collectivehealth of the nation's people)の
一部である」 (para.43) と述べる。そして、主にムスリム法に関わる判例やヒンドゥ一家族法に
関わる判例をひきながら、宗教的慣習の中にあってその枢要かつ不可欠な部分を構成しないもの
は、憲法第25条の保護を受けない (para.45) ことに基づき、「ムスリムの複婚は宗教的慣習でも
宗教的信念でも無く、ましてや宗教的命令 (injunctionor mandate)ではない。憲法第15条第 1
項、第25条第 1項、第26条b号を、宗教の名の下で、複婚を保護することに引き寄せることはな
されえない」 (para.56) ことを示し、被選出議席又は職位への立候補及び勤続に関する欠格事由
についての規定は、憲法第25条に抵触しないとして、原告の主張を退けている (para.59)。
そして最後に、パンチャーヤトのいかなる職に対する被選挙権は、基本的権利でも、コモン
ロー上の権利でも無く、法により創造されるものであって、立法による資格又は欠格事由に従う
ものであるということを改めて示し、また、慣習は、それが認められているからといって、宗教
的拘束力を得るものではない。妻を二人以上、子どもを二人以上持つという慣習はいかなる集団
でも行いうるものであり、これは公共的秩序、道徳、保健のための立法又は社会福祉や社会改革
15) Air India vs. Nergesh Meerza and Others (1981) 4 sec 35. 
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のための立法により制限・禁止されるものであると述べた (para.60)。
なお、子どもの数に基づいて欠格事由が定められることにより女性の方が不利益を被るとの意
見については、その妻に三人目の子どもを生ませる男性については、その妻のみならず男性も欠
格となるという点を挙げ、女性に有利なように例外を設けるのは自由であるが、女性が欠格の運
用において例外とされていないからといって、違憲であるとは言えない。 (para.63) と述べ、原
告の主張を否定している。
(3)判決についての補論
地方議会議員の欠格事由について、なぜこの訴訟では憲法第14条の平等権規定や、第21条の人
身の自由規定を根拠とした審理が展開されたのか、という点については、第2430条が関連して
くる。すなわちこの規定は、選挙問題に関する裁判所の関与の禁止を規定しているからである。
当該条文第2項によれば、「本憲法の規定にかかわらず、いかなるパンチャーヤトの選挙に関
しても、州議会の制定した法律の規定するまたはこれに基づく手続きにより、定められた機関に
提出された選挙争訟による場合を除いては、これを審査しない。」と定められている。また、第
243F条第2項では、「欠格事由について疑義が生じたときは、 HI議会が法律により定める手続き
により、これが定める機関が決定をおこなう」旨の規定がなされている。これらの条文の存在か
ら、裁判を提起するに当たっては、第14条あるいは第21条にもとづく訴訟が提起されたものと考
えられる。
さらに、第21条はインドにおける公益訴訟 (PublicInterest Litigation)の提起の際に、根拠と
されることの多い規定であり、そのなかに含まれる権利の範囲は広く理解されている。被選挙権
は基本的権利ではないと示した先例があるなかで、子ども二人規定の問題を取り上げるための手
がかりにしようとしたものと考えられる。
5 . 判決に対する論考
本判決と同様に、子どもの数に基づきパンチャーヤト議員又は村長選挙において欠格とされ、
若しくはその職を退いた者が提起した訴訟は、複数の州でみられる。そのいずれのケースにおい
ても、当該規定の合憲性が問われていたが、多くの場合において合憲性の審査はなされないまま、
原告の敗訴となっていた。本判決は、結論としては「子ども二人規定」を合憲としているが、過
去のさまざまな判例に比べ、論点をより整理して判示している。そのためか、新聞・雑誌を通じ
て、本判決についての様々な意見が提示されている。そこで、そうした論考においていかなる点
が問題として取り上げられているのだろうか16)。
(1) Sainathの意見
ジャーナリストのP.Sainathは、判決直前のTheHindu紙において、アーンドラ・プラデー-
シュ州のある村における事例として、村長がその子どもたちを学校に通わせていないというケー
16)本稿で取り上げた論考の他に、 Puri,N. "Ruling on two-child norm: A step backward" The Tribune, Jul. 31, 
2003等参照。
17) P. Sainath, "No Scholl for scandal" The Hindu, July 27, 2003. この記事を書いたSainathは、社会問題、とくに
農村部での、女性を含む弱者層の問題や開発の問題について積極的に執筆活動を行ってきたジャーナリスト
である。 2003年11月5日、来日中のSainath氏に伺ったところ、当該判決について、まったく意味のない判決
であるとの意見を述べられた。
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スを紹介している17)。子どもたちが3人いることに原因があり、学校に登録させると記録が残り、
欠席事由に抵触することから、こうした対応をとっているという事情を述べ、批判的な視点から
子ども二人規定の問題点を明らかにしている。なおこのケースでは、この村長の政治的ライバル
からは子どもの数の問題をもとに、当選について異議申立てがなされていること、その紛争が選
挙審判所に移送されていることなどを紹介している。そして最終的に、パンチャーヤトヘの利益
はない規定であって、強圧的な人口管理を目的とする法律であるとの見方を示している。
(2) Rajeev Dhavanの議論
法律家のRajeevDhavanは、本判決に対していくつかの問題点を提起している 18)0 
まず被選挙権という点からみると、これを制限しうるのは民主制に貢献しえない者に対してで
あるとしたうえで、とくに欠格事由という事柄については、パンチャーヤトレベルではより厳格
に適用すべきであり、また指定カースト、指定部族、女性といったパンチャーヤトレベルで議席
等の留保がなされる人たちに大きな影響を及ぼしうるような欠格事由の規定は、地域における民
主主義の基礎を崩壊させるものとなる、としている。
さらに、子どもが三人以上いる家族を、いわば劣性市民として取り扱う風潮が生まれうること
を指摘している。そして、劣性市民と優性市民という疑わしい分類を、最高裁判所は今回の判決
において、公益に照らして合理的な分類と認めていると批判し、被選挙権という重要な問題につ
いて、合理性で判断するべきではなかったと述べている。
さらに、国家人口政策では強制的手法を廃しているはずであると述べ、今回取り上げられてい
るような、子どもの数によって被選挙権を制限するという手法は、女性や貧困層をエンパワーす
るものではないとしている。
(3) リプロダクティブ・ライツに焦点を当てる議論
T. K. Rajalakshrniは、詳細に判決を紹介したうえで、問題点を挙げている19)。まず、判決では
国家人口政策の理念として、指導者がリプロダクティブ・ヘルス、あるいは児童保健プログラム
に関与することを求めている、としている点について、国家人口政策において子ども二人規範を、
地域レベルで実施するよう裏付けている部分はなく、また、家族福祉について、家族計画という
一部分のみ見ている、と批判している。さらに国家人口政策との関係では、当該政策において人
口増加の原因は高い乳幼児死亡率、保健サービスヘのアクセス、若年結婚等にあるとされており、
欠格事由条項が国家人口政策に沿った、社会経済的向上のためのものとはいえない、としてい
る20)0
ジャワーハルラール・ネルー大学のMohanRaoは、国家人口政策に基づく各1-Mの施策に注目し
たなかで、各州政府が設定するインセンティブとデイスインセンティブについて紹介21) し、こ
18) R. Dhavan, "Democracy versus Demography" The Hindu, Aug. 8, 2003. R. Dhavanは、弁護士。
19) T. K. Rajalakshrni, "Children as disqualification" Frontline, Vol. 20, No. 27. Aug. 16-29, 2003. 
20)国家人口政策には、子ども二人規定の実施を、とくに被選挙権と関連づけて述べている箇所はない。ただし、
「publicsupport」という節において、「政治的、地域的な、……リーダーが、小家族規範を、個人的に模範を
示しながら、社会に受け入れられるよう働きかける」という一文があり、この部分が各州パンチャーヤト法
における子ども二人規定と関連しているといえなくもない。
http://populationcomrnission.nic.in/npp_leg.htm (2003年11月8日アクセス）参照。
21)たとえば、学校建設や補助事業に関して優遇措置が設けられるほか、住宅供給事業、失業対策事業、余剰地
の割当等に際して優遇措置が設けられる（アーンドラ・プラデーシュ州）、パンチャーヤトヘの財政支援のう
ち10%は、家族計画事業の推進の度合いに基づく（ウッタル・プラデーシュ州）等がある。
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れらのインセンティブ等は、女性、指定カースト、指定部族、あるいは貧困層に対して不利なも
のとなっており、民主的権利の侵害ともいえると批判している22)。
(4)主要各紙の社説
主要各紙の社説でも本判決について取り上げられている。 Timesof India紙では、被選出議員
について子どもの数を限定するのは、基本的権利の侵害のみならず国家人口政策に反することで
もある、と述べたうえで、女性の多くは子どもの数を決める立場にないこと、などの問題点を挙
げ、政治に人材が集まらなくなることへの警告を発している23)。
同じTimesof India紙において、子ども二人規定を、被選出代表は教師あるいは実行者として
社会において模範にならねばならないという考えに基づくものと位置づけ、この規定をパン
チャーヤトレベルのみならずすべての被選出議員に適用すべきであるとの意見も論じられている。
これは、ケーララ等の一部地域では出生率が低下しているなかで、他地域の状況を考え合わせた
とき、高い出生率の原因は高い乳幼児死亡率と老後のための保険という点にあると言うことがで
きることから、政府の社会保障が不十分なために出生率の低下がなされないものとみなしうるた
め、社会分野の改革に伴って、その範を示す代表が必要であると論じたものである24)。もっとも、
この論説については、当該規定がパンチャーヤトレベルのみに適用され、州下院議員や連邦下院
議員には適用されないことへの皮肉ともとることができる。
同じく英字紙のTheHinduでも、本判決は社説に取り上げられている25)。まず、子どもを多く
持つことを選んだ者から被選挙権をはく奪することが憲法違反か否か、という問題だけではなく、
政治的・社会的に広い問題であると位置づけ、子ども二人規定の社会的・政治的合理性はどこに
あるのか、と疑問を呈している。また、被選出リーダーが模範とならねばならないとして、こう
した制限に合理性はあるのか、また、人口増加を抑制するという大きな目的を達成するために、
有意義なものなのか、という疑問も残るとしている。
(5)新聞投稿にみる意見の相違
新聞・雑誌誌上での論考に対し、一般の読者の意見は最高裁判決に同調するものも見受けられ
る。たとえば、「子ども二人規範を守らなかった者の被選挙権を認めないという最高裁判決は、
称賛されるべきものである。代表として選ばれた者が国家目標のために働かずして、誰が働くだ
ろうか？」26) という意見や、 TheHindu紙の社説に対して「強制ではなく、説得によって人口政
策を進めなければならないというが、それでは不十分である」という意見、あるいは前述のR.
Dhavan氏の意見に対し、「政治的リーダーとして人々の前に立つ者は、人口増加に注意を払い、
模範を示すべきである。政府による人口抑制への努力は実を結んでいないなかでは、最高裁の判
決を支持すべきである」という意見など、判決に批判的な論考に対しての批判もまた見られる。
上述の一般読者からの意見には、判決に賛意を示すものが多く存在したことの理由としては、
今回取り上げた新聞が英字紙「TheHindu」及び「 TheTimes of India」であり、生活レベルが比
較的高いとみられる、都市住民からの寄稿であったことが、その理由として挙げられる27)。つま
り、都市に居住する生活レベルが高い住民については子どもの数も農村部居住者に比べると多く
22) Mohan Rao," In whose interest?" The Hindu, Aug. 31, 2003. 
23) "Law Regressive & Undemocratic" The Times of India, Aug. 4, 2003. 
24) "Elected Reps should lead by Example" The Times of India, Aug. 4, 2003. 
25)'、Rightto Contest" The Hindu, Aug. 8, 2003. 
26) The Hindu, Sep. 5, 2003. 
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はないと思われ、また多くの子どもをもうける必然性も感じない生活をしているがゆえに、人口
政策重視の意見が出されるのではないかと考えられる。
6. 今後の検討課題：子ども二人規定とこれをめぐる議論をもとに
これまで述べたとおり、子ども二人規定を巡る論議において中心に置かれてきたのは女性など
の権利を制限することにつながるのではないか、という点であった (Dhavan,Rajalakshmiなど）。
実際、インドにおいてパンチャーヤト研究の最大の拠点である社会科学研究所が主催した「女性
の政治的エンパワーメントの日」の催しにおいて採択された女性たちからの要求の中には、子ど
も二人規定の廃止が明言されていた。しかし、この問題は女性のリプロダクティブ・ライツや政
治的エンパワーメントのみの問題ではなく、パンチャーヤト制度の活性化の目的にあったはずの、
住民の政治参加拡大という観点と被選挙権の制限との抵触に問題があるのではないかと考える。
また、ハリヤナ州法に基づく最高裁判決に対する様々な論考で論点となっていたのは、子どもの
数をもとに欠格事由を定めるよりも、教育や保健衛生面での改善を通じて人口抑制を図るべきで
あるという意見、州議員や連邦下院議員にはもうけないのは不公平ではないかという考え、そし
て被選出議員や村長等が、国家政策を遂行するために自ら範を示さねばならないのかどうかとい
う疑問であった。こうした意見が主に見られる中で、子ども二人規定に関する法学的な検討は、
ほとんどなされていないといえる。
たしかに、判例にもあるとおりインド法上、「被選挙権」は基本権ではなくコモンロー上の権
利でもないとされている。したがって、人口抑制政策が急務とされているという状況の中で、被
選挙権が制限を受けるのは立法政策上しかたのないことであるとの結論になるのかもしれず、ま
た先例から見てこの問題を訴訟で解決するのには困難が伴っていたのかもしれない。しかしなが
ら、住民の政治参加の拡大を通じたパンチャーヤトの活性化も憲法改正の中での重要なテーマで
あったはずである。それならば、パンチャーヤト議員などへの被選挙権と子ども二人規範とをリ
ンクさせることが本当に適切な立法政策であるのか、再検討すべきことであろう。
事実、子ども二人規定をおかない州も多く存在するわけであり、なぜこのようなかたちで、被
選挙権を制限するような形でまで子ども二人規範というものを推進させる必要があるのか、ある
いはほかに理由があって子ども二人規定を設けているのかという点からも検討を行う必要がある
ように思われる。このように一部の州にのみ子ども二人規定が設けられるのには何らかの政治的
背景があるようにも思われるが、本論に名前の出てきたアーンドラ・プラデーシュ、ハリヤナ、
オリッサ、ラージャスターン、マデイヤ・プラデーシュは、いずれにも政権政党などの点で共通
する点がみられるわけではない。今後、子ども二人規定の導入時期における政治的動態について、
検討を行いたい。
いずれにしても、パンチャーヤト議員や村長にこうした規定が適用されるということの背景に
は、コミュニティの中でこうした役についている者が、率先して小家族規範にしろその他の社会
規範にしろ、範を垂れるべきであるとの考えがあるのではないかとも考えられる。今後はこうし
27) この点について、 Singh,R. は、「最高裁の判決は、裕福な者よりも貧困層に対して、より衝撃を与えるであろ
う。裕福な者が数少ない子どもを育てる理由は、教育を受けており、近代的な家族計画の方法にアクセスで
きるから、ということもあるが、むしろ、 2人なら 2人の子どもをより注意深く育てたならば、後に暮らし
やすいということを知っていることにあるのであって、それに対し貧困層においてはどれだけの子どもが生
存できるかが分からないのである」と述べている。 Singh,R.,'、AnUnkind Cut: Two-child Norm is Undemocratic" 
The Times of India, Aug. 20, 2003. 
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た規定が生まれてきた背景、一部の州にのみ制定されている事情などもふまえつつ、政治参加の
拡大という憲法第73次改正の理念と、人口抑制というインド社会の将来に関わる問題とのすりあ
わせを考察するとともに、コミュニティのあり方、コミュニティのリーダーのあり方、パン
チャーヤトの指導者がコミュニティのリーダーたる立場に置かれているのか否か、といった点に
も注意を払っていきたいと考える。
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